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はじめに 

 

岡山県聴覚障害者センターは、身体障害者福祉法に基づく聴覚障害者情報提供施設として、平

成 17年 9月に開所以来、聴覚障害者はもとより、支援者をはじめ多くの県民に利用され、岡山県

の聴覚障害者の中核施設として、様々な事業を展開してきました。 

この間、岡山県聴覚障害者センターの管理業務は、岡山県視聴覚障害者情報提供施設条例によ

り、岡山県から公益社団法人岡山県聴覚障害者福祉協会が指定管理者として指定され、平成 26年

4月から平成 31年 3月まで 3期目の業務を行っています。 

一方、岡山県では、平成 20 年 6 月に、県知事が「財政危機宣言」を行い、12 月には「岡山県

財政構造改革プラン」及び「岡山県行財政構造改革大綱２００８」（計画期間：平成 21 年度～24

年度の 4 年間）が策定され、歳出削減を中心とした歳出構造の抜本的な改革の取組が進んでいま

す。 

このような中、国においては、平成 18 年 4 月に施行された「障害者自立支援法」が平成 22 年

12 月に改正されました。平成 21 年 9 月の政権交代を契機として、障害のある人に関する制度の

集中的な改革に向けた取組に着手し、平成 21 年 12 月に設置に「障がい者制度改革推進本部」及

び「障がい者制度改革推進会議」を設置し、制度改革の検討を行い、「障害者制度改革の推進のた

めの基本的な方向について」を閣議決定し、平成 25年度までの障害者制度改革の基本的方向と今

後の進め方をとりまとめました。また、平成 23年 8月には障害者基本法が改正され、手話を言語

として認める条文が新設されたほか、障害者の意思疎通を仲介する者の養成及び派遣等の必要な

施策の実施が加えられました。 

さらに、平成 25年 4月から「障害者総合支援法」が施行され、地域生活支援事業の意思疎通支

援事業の必須事業が都道府県と市町村の区分が明確にされるとともに、新たな取組がはじまりま

した。 

岡山県聴覚障害者センターとしても、こうしたセンターを取り巻く環境が大きく変化する中で、

指定管理者の協定期間(平成 26年 4月１日～平成 31年 3月 31日)も視野に、持続可能な運営を維

持するため、中期計画を策定し、取り組んできました。このたび、平成 24年に策定した中期計画

の計画期間が満了したことから、5年間の成果と課題を踏まえ、中期計画の見直しを行いました。 

本計画は、「岡山県聴覚障害者センターの管理に関する包括協定書」、「岡山県聴覚障害者センタ

ーの管理に関する年度協定書」に基づき、岡山県が策定した「第三次岡山県障害者計画」（平成

28 年 3 月作成）、「第 3 次おかやま夢づくりプラン」（平成 23 年 12 月作成）などを参考にしなが

ら、本県の財政状況も考慮し、今後 5 カ年程度の近い将来の岡山県聴覚障害者センターのあるべ

き姿や、目指す方向性を見定め、その実現に向けて努力していきます。 

 

 

 

第 1章 基本的な考え方 

 
１ 岡山県聴覚障害者センターの基本目標(使命) 

  岡山県聴覚障害者センターは、聴覚障害者の福祉の増進を図るため、身体障害者福祉法第三

十四条に規定する聴覚障害者情報提供施設として、平成 17 年 9 月に設置されました。（岡山県

視聴覚障害者情報提供施設条例第一条） 

  岡山県聴覚障害者センターは県内聴覚障害者の中核拠点施設としての使命と自覚を持って活

動し、聴覚障害者の社会参加の総合的な推進に努めます。使命を達成するため、「だれもが自分

らしく暮らせる社会をめざして」中長期的な視点で計画を策定し、本県の厳しい財政状況の中、

安定した経営のために工夫改善を行い、県民の信頼と支援を得るよう努力します。 

 

２ 中期目標の性格等 

  ・今後 5カ年間に重点的に取り組む基本戦略や施策を盛り込んだ中期的な行動計画 

  ・平成 29年度（2017年度）～平成 33年度（2021年度）の 5カ年間 
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第２章 行動計画（中期 5カ年計画） 
 

1 聴覚障害者を対象とする事業 
 

（１）手話入り映像ライブラリー等の貸出 

    映像等に手話、字幕を挿入したビデオ（DVD）の貸出を行うことにより、聴覚障害者に対

する情報提供に努めます。 

  ①貸出番組 

   ・岡山県聴覚障害者センター（以下、「聴覚センター」という）所蔵の番組 

・岡山県手話入り映像ライブラリー事業の実施に係る制作委託の制作品として受領する番  

組及び（社福）聴力障害者情報文化センターから購入した手話入り映像ライブラリー共

同事業映像作品 

   ・岡山県ふるさと雇用再生特別基金を活用した「字幕挿入ビデオ作成事業」により作成 

した番組 

   ・その他、ライブラリーに備える番組 

 

【指標】貸出本数                              単位：本 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

手話入り映像ライ

ブラリー等 
３２１ ３８５ ２６４ ２５５ １５６ ２００／年 

 

 

（２）自主ビデオの制作 

   聴覚障害者に対する情報提供に資するため、自主制作映画等を作成し、福祉の増進を図り

ます。 

  ①内容 

  ・身近な地域情報や社会的・文化的な情報などを主な内容とし、情報保障のため、字幕や手

話の挿入を行います。 

  ・字幕挿入ビデオの作成については、平成 28年度以降は、国の人材活用事業が廃止され、ア

シスタントの配置ができないため、職員が研修に努めるとともに、「字幕挿入ボランティア

養成講座」を計画し、ボランティアの協力などにより、年２本以上の制作を目指します。 

  ・企業・団体等からの依頼によるビデオの作成や既製のビデオや番組に手話や字幕を挿入す

る事業については、規程の整備を行い制作費の徴収を可能としています。 

 

【指標】制作本数                             単位：本 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

自主制作ビデオ ８ ９ ４ ７ ７ ８／年 

字幕挿入 １０ １２ ７ ７ ４ ２／年 

 

 

（３）コミュニケーション機器の貸出 

   コミュニケーションの困難な聴覚障害者の自立自助努力を助長するため、地域における各

種大会行事等に聴覚障害者コミュニケーション機器を貸し出すことにより、聴覚障害者に対

する理解と地域ボランティアの拡充を図り、聴覚障害者の福祉の増進を図ります。 

 ①貸出対象者 

  ・聴覚障害者及び聴覚障害者の参加する各種大会行事・地域ボランティア・職場・学校等

の代表者で、聴覚障害者の福祉増進に資することを目的として使用する者 
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【指標】貸出数                              単位：人・件 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

人  数 １４９ １９９ ２４６ １５４ １３５ １５０／年 

件  数 ６００ ７９１ ８２０ ４８３ ４６３ ５３０／年 

 

 

（４）自立支援拠点活動支援事業 

   難聴者、ろうあ者等の聴覚障害者の福祉増進並びに自立支援を行う拠点として設置されて

いる聴覚センターが中心となって、各種講習会等の事業を行い、生活文化の向上、社会参加

の促進を図ります。 

  ①対象者 

   ・聴覚障害者 

  ②実施方法 

   ・ろう者を対象にした講習会等を年１５回程度、中途失聴者・難聴者を対象とした講習会

を年５回程度、難聴者のための手話教室を年１０回程度実施します。 

 

【指標】参加者数                              単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

難聴者の手話教室 １７４ ２３６ １９５ １４４ １５１ １５０／年 

一般講座 
難聴者 １２３  ９４  ６７  ７６ １０４ １５０／年 

ろう者 ３８７ ３７９ ３３０ ２５２ ３９２ ５００／年 

合  計 ６８４ ７０９ ５９２ ４７２ ６４７ ６５０／年 

 

 

（５）専任手話通訳者の設置 

  身体障害者の福祉に理解と熱意を有する手話通訳者を設置し、聴覚障害者等の家庭生活及

び社会生活におけるコミュニケーションの円滑化を推進し、聴覚障害者等の福祉の増進を図

ります。 

  ①実施方法 

   ・３名の常勤の手話通訳者を設置し、手話を用いて聴覚障害者等のコミュニケーションの仲

介を行います。 

  ②留意事項 

  ・手話通訳を行う者は、聴覚障害者の人格を尊重し、その信条等に関する秘密を守り、信条

等によって差別的取り扱いをしません。 

 

【指標】関係機関からの協力要請件数                     単位：件 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

要請件数 ２８４ ３８８ ３８６ ３９９ ３８５ ４５０／年 

 

 

（６）意思疎通支援者派遣連絡調整事業 

   意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村間の連絡調整等広域的な対応を行い、聴覚障

害者の福祉の増進を図ります。 
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【指標】意思疎通支援者派遣連絡調整件数                 単位：件・人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

市 

町 

村 

件数 ３３４ ３０９ ２９９ ３４０ ４０５ ４００／年 

人数 ３４７ ３４７ ３３７ ３５８ ４３９ ４５０／年 

 

専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

 

【指標】意思疎通支援者派遣（手話通訳者）件数              単位：件・人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

団 

 

体 

件数 － － － １７ ２１ ３０／年 

人数 － － － ３８ ４５ ６０／年 

 

【指標】意思疎通支援者派遣（要約筆記者）件数              単位：件・人 

項  目 
実    績 中期目標値

(平成 28年度） H23 H24 H25 H26 H27 

団 

 

体 

件数 － － － １９ ２５ ３０／年 

人数 － － － ７５ ８４ ９０／年 

 

 

（７）相談業務 

   聴覚障害者及びその家族等の相談に応じ、必要な助言・情報提供・適切な専門機関への紹

介等を行います。 

 ①対象者 

 ・聴覚障害者及びその家族等 

 

【指標】聴覚障害者からの相談件数                     単位：件数 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

相談件数 ２１８ １９８ ２１９ １９７ ２６６ ２７５／年 

 

 

２ 支援者を対象とする事業 
 

（１）手話通訳者の養成 

   手話で特定の聴覚障害者と日常会話が可能な者に、身体障害者福祉の概要や手話通訳の役

割・責務、手話通訳に必要な語いや手話通訳表現技術等の指導を行うことにより、手話通訳

者を養成し、聴覚障害者等の福祉の増進を図ります。 

  ①対象者 

  ・手話を駆使して手話で特定の障害者と日常会話が可能な者 

  ②実施方法 

  ・講習会等の方法により、厚生労働省通知の「手話奉仕員及び手話通訳者の養成カリキュラ

ム」に則り、「基本課程」「応用課程」及び「実践課程」を実施します。 

  ③登録試験・登録 

  ・講座修了後に登録試験を行い、合格者については本人の承諾を得て岡山県に登録し、手話

通訳者として派遣します。 
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  ④留意事項 

   ・基本課程、応用課程、実践課程における１教室当たりの定員規模は２０人以内とします。 

 ⑤健康診断の実施 

  ・岡山県登録の手話通訳者のうち通訳活動をしている人を対象に頸肩腕症候群特殊健康診断

を実施します。 

  ・健診は一次健診（問診票）と二次健診(精密検査)を行います。 

  ・手話通訳者の健康管理は重要な課題であり、他の項目についての健診の可能性や健康講座

の開設について検討します。 

 

【指標】手話通訳者養成講座修了者数 

「基本課程」                                 単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

Ⅰ 修了者数 １６ ２１ ２６ ２３ ２１ ２０／年 

Ⅱ 修了者数 １０ １２ １８ １２ ２７ １５／年 

計 ２６ ３３ ４４ ３５ ４８ ３５／年 

※「Ⅰ」は聴覚センター会場、「Ⅱ」は聴覚センター外会場 

 

 

「応用課程」                                 単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

Ⅰ 修了者数 １０ １８ １８ １６ １４ １５／年 

Ⅱ 修了者数 － － － － － １０／年 

 

 

「実践課程」                                 単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

修了者数 ７ ６ ７ ４ ８ ８／年 

 

  

【指標】手話通訳者全国統一試験の合格者数                   単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

合格者数 ６ ３ ５ ４ ６ ６／年 

【指標】※平成２７年度末登録者数：９３人 

※平成３３年度末目標登録者数：１３０人 

 

 

【指標】一次健康診断(問診票)受診率                      単位：％ 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

受診率 ８７ ９２ ９１ ９４ ９０ ９５／年 
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（２）手話通訳士の養成 

「障害者総合支援法」の施行や、裁判員制度の発足、政見放送への手話通訳の拡大など手話

通訳者により高い専門性を持った人材の確保が求められており、登録手話通訳者を対象とし

た研修により手話通訳士を養成するとともに、手話通訳士を対象とした現任研修を実施し、

聴覚障害者の福祉の増進を図ります。 

 

①対象者 

・登録手話通訳者が手話通訳士の資格取得に向けた知識・技能の習得を図る研修を実施する。

（３０時間） 

・手話通訳士の知識・技能の向上を図るため、現任研修を実施する。（１０時間） 

・手話通訳士養成研修の講師を確保するため、全国手話研修センター（京都市）が実施する

「手話通訳士養成を担当する講師研修会」へ講師予定者を派遣する。（２名） 

・手話通訳士の資質の向上のため、全国手話研修センターが実施する「手話通訳士現任研修」

および「手話通訳士現任研修：基礎研修および政見放送」に手話通訳士を派遣する。（２名） 

 ②実施方法 

  ・講習会等の方法により、厚生労働省の手話通訳技能認定試験に対応したカリキュラムに 

則り、養成講座を実施する。 

  ③資格試験 

  ・講座修了後に手話通訳技能認定試験を受験し、合格者は手話通訳士の資格を取得する。 

  ④留意事項 

  ・養成講座における１教室当たりの定員規模は原則１０人程度とする。 

 

【指標】研修会受講者数                           単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

通訳士養成 ― ― １１ １４ １５ １５／年 

通訳士現任 ― ― ２６ ２５ ２３ ２５／年 

計 ― ― ３７ ３９ ３８ ４０／年 

 

 

【指標】指導者養成研修派遣者数                       単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

受講者数 ― ― ２ ２ ４ ２／年 

 

 

【指標】手話通訳士合格者                          単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

合格者数   ２ １ ０ ２／年 

【指標】※平成２７年度末登録者数：３３人 

※平成３３年度末目標登録者数：４０人 

 

 

（３）要約筆記者の養成 

 聴覚障害者の福祉に理解と熱意を有する者に対して、手話取得の困難な中途失聴者、難聴

者のコミュニケーションの手段としての要約筆記の指導を行うことにより、高い専門性をも

った要約筆記者の養成を行います。 
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また、厚生労働省が示したカリキュラムに対応した指導者の養成を行うための研修会に担

当者が計画的に参加できるよう努めます。 

  ①対象者 

  ・聴覚障害者の福祉に理解と熱意を有する者 

  ②実施方法 

  ・厚生労働省の「要約筆記者養成カリキュラム」に基づき 84時間の講習を実施します。 

  ・指導者養成研修については、（社福）聴力障害者情報文化センターが実施する要約筆記者指

導者養成研修に、毎年 2人派遣します。 

  ③要約筆記者の登録 

  ・養成講座を修了し、登録試験に合格した者を本人の承諾を得て岡山県要約筆記者として登

録します。 

  

【指標】要約筆記者養成講座修了者数                     単位：人 

項  目 
実     績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

修了者数 ― ― ― ― ２５ ２０／年 

 

 

【指標】要約筆記者指導者養成研修参加者                   単位：人 

項  目 
実     績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

受講者数 ４ ４ ４ ５ ２ ２／年 

 

 

【指標】全国統一要約筆記者認定試験合格者                  単位：人 

項  目 
実     績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

合格者数 ― （７２） （４８） （２９） ７ ８／年 

（ ）内は、補修講習（H24～H26）で養成した要約筆記者数 

【指標】※平成２７年度末登録者数：１４９人 

※平成３３年度末目標登録者数：１８０人 

 

 

（４）聴覚障害者関係地域ボランティア研修事業 

  手話・要約筆記に係る地域ボランティアの養成及び活動の活性化を進めるために、手話通

訳者及び要約筆記者に対し研修を行い、聴覚障害者の福祉の増進を図ります。 

  ①対象者 

  ・県内で活動する手話・要約筆記に係る地域ボランティアの代表者及びその候補者 

  ②研修の内容 

  ・体験発表に基づく意見交換 

  ・専門家の助言を交えての接遇・奉仕技術の研修 

  ・その他事業の実施主体が必要と認めた研修等 

  ③実施回数及び場所 

  ・実施回数は年 2回程度 

  ・場所は聴覚センター等 

  ④実施上の留意事項 

  ・研修の実施にあたっては、各地域ボランティアグループの意見を充分留意し実施します。 
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【指標】研修会参加者数（手話通訳者）                    単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

第 1回 ５２ ５７ ６３ ６７ ６９ 

２００／年 第 2回 ５４ ５６ ６９ ６８ ６５ 

計 １０６ １１３ １３２ １３５ １３４ 

 

   

【指標】研修会参加者数（要約筆記者）                    単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

第 1回 ６５ ８０ ５５ ７１ ７８ 

２００／年 第 2回  ３６  ７０  ６３ ６４ 

計 １０１ ８０ １２５ １３４ １４２ 

 

 

（５）災害救援専門ボランティア研修 

   県が登録している災害救援専門ボランティア等の手話通訳・要約筆記の分野に係る専門的

な技術のレベルアップやボランティア意識の向上を図ります。 

 ①対象者 

 ・岡山県災害救援専門ボランティア登録者又は今後登録しようとする者 

 ②研修の内容 

 ・手話通訳・要約筆記ボランティアのスキルアップ（演習又は講義） 

 ③実施回数及び場所 

 ・実施回数は年 2回程度 

 ・場所は聴覚センター等 

 ④実施上の留意事項 

 ・研修の実施にあたっては、災害救援専門ボランティア研修共通講座を実施する社会福祉法

人岡山県社会福祉協議会及びボランティア・NPO 活動支援センターと連携を図り実施しま

す。 

  

【指標】岡山県災害救援専門ボランティア研修参加者数             単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

第 1回 ６７ ４６  ６２ １２６ １０１ 

３００／年 第 2回  ２ ５１ １１４  ７３  ７１ 

計 ６９ ９７ １７６ １９９ １７２ 

※平成 25年度から手話通訳者・要約筆記者対象となった。 

 

 

（６）センター利用者の拡充 

【指標】利用者数                               単位:人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

利用者数 12,565 13,075 12,652 11,237 11,451 13,000／年 
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（７）センター利用登録者の拡充 

【指標】登録者数                               単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

登録者数 

 

３７ 

（３） 

４０ 

（８） 

４２ 

（１２） 

２８ 

（８） 

２５ 

（４） 

２５／年 

（５）／年 

※（   ）は聴覚障害者の数で内数 

【指標】※平成２７年度末登録者数：１０４６（３８５）人 

※平成３３年度末目標登録者数：１，２００（４１０）人 

 

 

３ その他の事業 
県からの指定管理業務以外の事業で、聴覚障害者の福祉向上のための事業を聴覚センター独

自で実施します。 

 

(１）市町村支援事業 

①意思疎通支援者派遣連絡調整事業の推進支援事業の推進 

 ・各種団体が実施する意思疎通支援者派遣（手話通訳者の派遣）事業をコーディネイトの

面で支援します。 

  

【指標】意思疎通支援者派遣件数                     単位：件・人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

団 

体 

件数 ２０７ １５２ １８７ １６３ １９５ １８０／年 

人数 ３９１ ３３１ ３３６ ３１９ ３６７ ３５０／年 

◇平成１８年１０月１日～ 

 

②岡山県災害救援専門ボランティア登録の推進 

 ・県内で大規模な災害が発生したときに備え、岡山県災害ボランティア登録制度要綱に基

づく手話通訳・要約筆記ボランティアへの登録を推進します。 

   ・東日本大震災、熊本地震等の被災状況も考慮しながら、広域派遣の可能性について、検

討を進めます。 

 

【指標】登録者数(手話通訳者)                         単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

登録者数 ７ ４０ １５ ５ ７ ６／年 

【指標】※平成２７年度末登録者数：９２人 

※平成３３年度末目標登録者数：１２８人 

   

 

【指標】登録者数（要約筆記者）                       単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

登録者数 － ３５ ３０ ３０ １５ ８／年 

【指標】※平成２７年度末登録者数：１２７人 

※平成３３年度末目標登録者数：１６７人 

 

（２）聴覚障害者ニーズ等の変化への対応 
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①岡山県聴覚障害者災害対策本部の設置 

・県内で緊急災害が発生した際、聴覚障害者への救援・支援活動を行います。 

・緊急災害の発生に備え、聴覚障害者への防災意識と災害対応能力の向上を図ります。 

 

【指標】防災会議の開催状況                          

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

開催回数 ３ ３ ２ ２ ２ ３／年 

 

②岡山県防災情報メール配信登録の推進 

・岡山県が平成 19年３月から開始した「総合防災情報システム」は、聴覚障害者にとって利

便性の高い情報システムであり、聴覚障害者に登録を働きかけます。 

 

  ③関係機関や地域社会との連携 

  ・聴覚センター単独での事業運営には限界があるため、地域社会や他の公共施設、団体との

相互連携活動を推進し、文化講演会などの開催を検討します。 

 

【指標】連携機関、団体数 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

施設数 ― ２ ３ ５ ３ 随 時 

 

  ④「センターふれあいフェスティバル」の開催 

  ・平成２８年１１月に、聴覚センター設立 10 周年を記念し、「センターふれあいフェスティ

バル」を開催しました。平成 33 年度が設立 15 周年になることから、周年行事の継続的な

開催に向けて、関係団体と協議を進めます。 

 

【指標】開催計画 

項  目 
実 施 計 画 中期目標値 

(平成33年度） H28 H29 H30 H31 H32 

開催計画 
10 周 年

11/6 開催 
  開催準備 

実行委員

会設置 

設立15周年記

念事業開催 

 

  ⑤文化講演会等各種講演会の開催 

   

【指標】開催回数 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

開催回数 ０ ０ ０ ０ ０ １／年 

 

 

（３）聴覚障害者との交流促進 

①ろう高齢者交流会 

・日ごろ、人との交流が少ない高齢聴覚障害者が同じ障害の友人や青年、女性と楽しい一時

を持つ機会を提供します。 

  ・年 1回交流会を開催します。 

  ・必要経費については、梶谷福祉基金の支援が得られるよう努めます。 

 

【指標】参加者数                              単位：人 
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項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

参加者数 ４８ ５０ ５０ ４０ ７１ ７０／年 

 

②のびのびこどもひろば 

・聴覚障害児に交流の場を提供するとともに、健聴の子供も一緒に活動するなかで聴覚障害

について、より一層理解を深める機会を提供します。 

 

【指標】参加者数                               単位:人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

参 

 

加 

 

者 

子 供 １６(３) １４(７) １９(８) ３(０) ５(４) ２０(６)／年 

保護者 １０ １３ ２４  ５  ８  １０／年 

支援者  ６  ９  ４  ９  ９   ６／年 

計 ３２ ３６ ４７ １７ ２２  ３６／年 

◇（  ）は聴覚障害児の数 

 

 

（４）人材育成・研修事業の促進 

①みんながきらめく手話の会 

・手話に興味がある人を対象に、手話を介して交流したり、学習したりする場を提供します。 

・毎週木曜日に実施します。 

 

【指標】参加者数                               単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

参加者数 ６８６ ４４７ ７１２ ８７４ ６３５ ４００／人 

 

②お昼休みのミニ手話教室 

・きらめきプラザ内の入居団体の職員を対象に手話の学習をし、施設内の情報のバリアフリ

ー化と職員相互の交流を推進します。 

 

【指標】参加者数                               単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

参加者数 １８３ ９８ ８７ ９１ ８１ １１０／年 

 

③手話通訳者の集い 

・手話通訳者全国統一試験合格後、通訳経験の少ない登録手話通訳者の資質向上を図るため、

学習の機会を提供します。 

 

【指標】参加者数                               単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

参加者数 ３２ ４４ ３０ ３１ ３７ ４０／年 

 

④しゅわの集い 
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・手話講座（主に、入門課程、基礎課程の講座）を終了した人たちが講座修了後も引き続き

手話に親しみ、手話を学び、手話を実地に使うよう修了者同士が手話を通して、交流する

場を提供します。 

 

【指標】参加者数                               単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

参加者数 ９０ ５２ １０３ ５６ ２３ ６０／年 

 

⑤ビデオ制作ボランティアの会 

  ・聴覚センターの自主ビデオ制作を行うため、ビデオの撮影や編集、また、字幕や手話の画

像が挿入できる専門的なボランティア技術者を育成します。 

 

 

（５）学校教育との連携 

    県内の小中学生を対象に、総合的な学習の時間等を活用して、聴覚センターで聴覚障害者に

対する理解を深めるため、体験学習を行います。 

 

【指標】利用者数                             単位：校・人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

利

用

者 

学校数 － ４ ４ ３  ４ ３校／年 

人 数 － １４０ ３７８ ３１７ ３３２ ３００人／年 

 

 

（６）運営改善のための取組 

①運営会議の開催 

・運営会議委員は、聴覚センター所長の求めに応じ、聴覚センターの運営方針、各種事業の

実施、聴覚障害者やその支援者との連携、聴覚障害者の社会参加、その他運営に関して意

見を述べ、又は助言を行います。 

 

【指標】開催回数 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

開催回数 １ １ １ １ １ １／年 

 

 

 

②指定管理者運営委員会の開催 

 

【指標】開催回数 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

開催回数 ６ ６ ６ ６ ６ ６／年 

 

 

③利用者アンケートの実施 

・利用者を対象としたアンケート、及び講座修了者に対するアンケートを実施します。 
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【指標】満足度の割合（普通以上）                       単位：％ 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

聴覚障害者 ６６ ７０ ６２ ６８ ８１ ９５以上 

聴   者 ９２ ９０ ８４ ９０ ９２ ９５以上 

 

 

（７）広報活動の充実 

   聴覚センターに関連する様々な情報をより多くの人々に知ってもらい、聴覚センターの利

用者が増えるよう広報媒体を関係諸機関（報道機関・福祉施設・関係団体等）に好機に配布

するなど、情報発信機能を強化します。 

①広報紙「センターだより」 

・「センターだより」を一層充実させるとともに、時宜を得た情報をきめ細かに提供するよう

努めます。 

②ホームページの充実 

・聴覚センターホームページを一層充実させるとともに、月 1 回以上、タイムリーな更新に

努めます。また、危機管理に対応できるよう情報発信機能を改善します。 

 

【指標】アクセス数                              単位：件 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

アクセス件数 11,265 10,014 9,999 9,541 10,224 12,000／年 

◇アクセスカウンターは、平成 18年 11月 2日設置 

 

 

 

 

 

第３章 組織・人員 

 
 岡山県と連携を密にし、所内職員間の情報の共有化を図るなど、効率的な組織運営に努めます。

又、職員の適正な配置に努めるとともに、職員の一人一人の能力や資質の向上に努めます。 

 特に、それぞれの職員は、聴覚センターの専門職員として、その力量を最大限発揮できるよう

定期的に研修会に参加するなど能力開発・資質向上に努めます。 

 

【指標】研修会の参加人数                           単位：人 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

参 加 者 ５ ５ ５ ５ ５ ６／年 
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第４章 財務・社会的支援 

 
県予算が単年度予算であるため、計画期間中における各年度の総支出額を推計することは困難

ですが、聴覚センターが自ら実施する自主事業において、収入の確保に努めます。 

また、本県の財政状況や「岡山県行財政構造改革大綱 2008」に基づく予算編成方針などから、

県費による指定管理料の増額は困難ですが、積極的な事業展開や緊急雇用対策などの活用によっ

て増額を働きかけます。また、情報収集に努め、各種団体からの支援を求めます。 

 

【指標】支援団体数 

項  目 
実    績 中期目標値 

(平成 33年度） H23 H24 H25 H26 H27 

梶谷基金 
２ 

(４５０) 

１ 

（５０） 

１ 

（５０） 

１ 

（５０） 

１ 

（５０） 
随  時 

（   ）は金額／単位千円 

※平成 23年度：サン基金・４００千円の助成によりふれあいフェスティバル実施 

 

 

 

第５章 その他 

 
（１）事業実施の評価 

      当聴覚センターの各種事業の効果については、今回策定した中期計画に基づき、新たな評

価指標を設定し、これらに基づく事業評価を実施します。又、評価結果については、岡山県

聴覚障害者センター運営会議へ報告し、外部評価も併せて行います。なお、中期計画の進捗

状況については、毎年度運営会議に報告し、意見を求め、業務運営に反映させます。 

 

（２）中期計画の見直し等 

   本計画は、今後、県の中期計画の変更に基づく財政計画の変更や組織再編などに伴い、財

源や定数等に著しい変更が生じた場合は、計画期間中にもかかわらず、必要に応じて計画を

見直します。 

 

（３）中期計画の性格 

   本計画は、当聴覚センターの指定管理者である（公社）岡山県聴覚障害者福祉協会が独自

に策定した計画であり、委託元の岡山県が関与するものではありません。 

 

 

附 則 

 この計画は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この計画は、平成２５年１２月１日から施行する。 

 

附 則 

 この計画は、平成２９年４月１日から施行する。 

 


